
種目番号

１ 　委　　託　　名 令和４年度ブロック塀等改善事業業務委託

２ 　履　行　場　所

３ 　履　行　期　間 ■期間 契約締結の日から令和５年３月31日まで

　又　は　期　限 □期限

４ 　契　約　区　分 □確定契約 ■概算契約

５ なし

６  現　場　説　明 □　要 （　　月　 日　 時 　分、場所　 　　　　　）

■　不要

７  委　託　概　要 ブロック塀等改善事業の対象となるブロック塀等に対する

横浜市建築局

建築局 企画部 建築防災課

担当者：信太　優輝　　電話：671-2930

事前の現場調査に係る業務

設　計　書

受付番号

連絡先

 その他特約事項

横浜市内

令和４年度　一般会計歳出　第10款 １項 １目　建築行政総務費　第12節 委託料

 委託担当



８ □する （　　　回以内）

■しない

９ ■する （　２　回以内）

□しない

単位 単価 金額

＊　単価及び金額は、消費税等相当額を含まない金額。

＊　概算数量の場合は、数量及び金額を（　　）で囲む。

委託代金額 .-

内訳

　 業務価格 .-

.-

横浜市建築局

補助対象判断調査補助業務

補助対象判断現地調査

調査報告書作成

業務実績報告書作成

　 消費税及び地方消費税相当額

①令和４年４月
～９月

②令和４年10月
～令和５年３月

別紙内訳書のとおり

　前金払

　部分払

　部分払の基準

業務内容 数量履行予定期間



数　量
（概算数量）

単位
単 価
（円）

金額（円）
(概算金額)

摘　　要

(300) 件

(300) 件

(300) 件

1 式

直接調査費 合計

(300) 件

1 式

業務価格 小計

委託代金額 合計

調査報告書作成

業務実績報告書作成

間接調査費

諸経費

消費税及び
地方消費税相当額

横浜市建築局

内　訳　書

令和４年度ブロック塀等改善事業業務委託　

　　業務内容　　

補助対象判断調査
補助業務

補助対象判断現地調査



令和４年度ブロック塀等改善事業業務委託 
委 託 仕 様 書 

 

１ 本業務委託の目的 

本業務は、ブロック塀等改善事業（ブロック塀等の改善工事を対象とした補助制度）の適切

な執行のため、ブロック塀等及び擁壁の基準並びに安全対策等に関する知識を有する専門家に

当該事業の対象となるブロック塀等の事前調査を委託することを目的とする。 

 

２ 履行期間 

契約締結の日から令和５年３月31日まで 

 

３ 履行場所 

  横浜市内 

 

４ 業務従事者の資格要件 

(1) 業務責任者（統括） 

一級建築士又は二級建築士とし、調査員及びその他本業務委託に従事する者に対して、適 

切に指導のうえ、業務に従事させること。 

(2) 調査員 

次のアからエを全て満たす者とする。 

ア 一級建築士、二級建築士又は木造建築士であること。 

イ 建築に関する業務（建築設計・施工等）に従事した経験があること。 

ウ ブロック塀等及び擁壁の基準並びに安全対策等に関する知識を有すること。 

エ 市民からの信頼・信用を得て、アからウに関する一般的な質問に対する回答やアドバイ

スが可能であること。 

 

５ 業務内容 

(1) 補助対象判断現場調査補助業務（300件程度） 

 ・市が送付する『調査員派遣依頼書』に基づく、調査案件の振り分け 

 ・全調査員に対する業務内容及び留意事項等の事前説明の実施 

 ・現場調査の実施に伴う日程調整及び調査員の選定 

 ・『調査員派遣通知書』の作成及び発送 

 ・現場調査ついての市民からの問合せ対応 

(2) 補助対象判断現場調査（300件程度） 

・調査員の派遣 

・補助要件を満たしているか判断するための現場確認、外観調査及び計測調査の実施 
・現場における調査対象の全景、劣化の状況等の写真撮影 
・市民への説明及び協力依頼（技術的基準への適合状況等の説明、ブロック塀等の改善に向

けた助言、市が実施する防災施策や補助制度の紹介等） 
※現場調査については市民からの調査希望日に合わせて、土日・祝日を含めて実施すること。 

(3) 現場調査報告書の作成及び提出（300件程度） 

・調査結果及び撮影写真の整理 

・『現場調査報告書』を作成し、市へ提出する。（現場調査の日を０日として、土日・祝日

を除いて４日以内） 

※『現場調査報告書』における配置図及び立面図は、CADシステム又はこれと同等以上であ

ると認められるものを用いて製図する。 

・『現場調査報告書』に不備（本仕様書及び委託業務マニュアルに即して作成されていない

箇所）が生じた場合は、受託者は速やかに市の修正指示に応じ、必要に応じて再度、現場

調査を行う。 

(4) 業務実績報告書の作成 

・履行託期間に実施した業務実績のとりまとめ 

・『業務実績報告書』の作成 



 

６ 事務局の設置 

(1) 補助対象判断現場調査補助業務及び現場調査に関する市民からの問合せへの対応を行うた 

め、事務局を設置するものとする。 

(2) 前項で設置する事務局は２名以上の事務員で構成するものとする。 

(3) 事務局の受付時間は土日・祝日を除く9：00～16：00（12：00～13：00は昼休み）とする 

 

７ 業務の遂行 

(1) 本業務の遂行にあたっては、市が提供する委託業務マニュアルの記載内容を原則とする。 

(2) 本仕様書及び委託業務マニュアルに定めのない事項又は委託業務の履行において疑義が 

生じた場合は、市と受託者で協議のうえ、市の指示に従うこと。  

(3) 市が必要と認めたときは、業務の処理状況につき調査し、又は受託者に対して報告を求め

ることができる。 

(4) 市が必要と認めたときは、受託者と協議のうえ、委託業務マニュアルの記載内容を変更す

ることができる。 

 

８ 必要経費 

本仕様書等に定める業務の履行において必要となる備品、消耗品及び機器の損料等の必要経 
費は、本委託による委託料に含まれるものとする。 

 

９ 責務 

受託者は、委託業務の処理について、市又は第三者に損害を与えたときは、受託者の責任を

もって賠償の責任に任ずるものとする。 
 

10 再委託の禁止及び再委託時の措置 

受託者は、市の指示又は承諾があるときを除き、本契約に基づく業務は自ら取り扱うものと

し、第三者に再委託してはならない。 

再委託に関する市の指示又は承諾がある場合においては、本契約に基づく業務を遂行する能

力を有しない者に再委託することがないよう、受託者において必要な措置を講ずるものとする。 

 

11 個人情報の取扱い 

(1) 受託者は、本事業の実施にあたり、別添の個人情報取扱特記事項を遵守し、適切な管理の

もとに業務を進めていかなければならない。 

(2) 受託者は、市が市民に現地調査の結果を回答したことを確認した後、本事業で収集した個

人情報が記録された、文書、図画、写真、フィルム及び電磁的記録を破棄するものとする。 

 

12 成果物の納品について 

(1) 成果物 

・『現場調査報告書』のデータ一式 

・『業務実績報告書』 

(2) 納付先 

   横浜市建築局建築防災課 

 (3) 納期限 

令和５年３月31日 

 

13 提供資料等 

(1) ブロック塀等改善事業委託業務マニュアル 

(2) 各種様式（現場調査シート、現場調査報告書） 

 

14 留意事項 

 (1) 受託者は、業務上知り得た秘密を、委託期間中だけでなく、委託業務終了後も守らなけれ  

ばならない。  

(2) 委託契約中に発生した諸問題に対し、市からの求めに受託者は真摯に協議に応じ、解決に 

向けた対応する。 



(3) 調査業務の支払いにおける調査件数の算定方法は、１敷地（調査対象が複数存在する場合 

を含む。）を１件として計算する。ただし、市の指示に応じて実施する再度の現場調査の件 

数は、調査件数に算入しない。  

(4) 受託者は、現場調査時に知り得た個人情報を含む一切の情報について、委託者以外に漏ら

してはならない。本内容については、現場調査の開始前に研修等により調査員に周知徹底す

ることとし、委託者が不十分と判断した場合には、その都度研修等を実施し、その内容を報

告することとする。 
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個人情報取扱特記事項 

 

（平成27年10月） 

 

 （個人情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 横浜市（以下「委託者」という。）がこの契約において個人情報（特定個人情報を含む。

以下同じ。）を取り扱わせる者（以下「受託者」という。）は、個人情報の保護の重要性を認

識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いにあたっては、横浜市個人情

報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等（特定個人情報を取り扱わせる

者にあっては、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及

び横浜市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に

関する条例を含む。以下同じ。）を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人

情報を適正に取り扱わなければならない。 

 （適正な管理） 

第２条 受託者は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざんの防

止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 受託者は個人情報の取扱いに関する規定類を整備するとともに、管理責任者を特定し、委

託者に通知しなければならない。 

３ 受託者は、第１項の目的を達成するため、個人情報を取り扱う場所及び個人情報を保管す

る場所（以下「作業場所」という。）において、入退室の規制、防災防犯対策その他の安全対

策を講じなければならない。 

４ 受託者は、委託業務に着手する前に前２項に定める安全対策及び管理責任体制について委

託者に報告しなければならない。 

５ 受託者は、第２項及び第３項に定める受託者の安全対策及び管理責任体制に関し、委託者

が理由を示して異議を申し出た場合には、これらの措置を変更しなければならない。なお、

措置の変更に伴い経費が必要となった場合は、その費用負担について委託者と受託者とが協

議して決定する。 

 （従事者の監督） 

第３条 受託者は、この契約による事務の処理に従事している者に対し、この契約による事務

に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう必要

かつ適切な監督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても

同様とする。 

 （収集の制限） 

第４条 受託者は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、当該事

務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。 

 （目的外利用の禁止等） 

第５条 受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務に係る個人

情報を当該事務を処理する目的以外に利用してはならない。 

 （複写、複製の禁止） 

第６条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による事

務を処理するにあたって委託者から提供された個人情報が記録された、文書、図画、写真、

フィルム及び電磁的記録（以下「資料等」という。）を複写し、又は複製してはならない。た

だし、事務を効率的に処理するため、受託者の管理下において使用する場合はこの限りでは

ない。 

（作業場所の外への持出禁止） 

第７条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による事

務を処理するために委託者から貸与され、又は受託者が収集し、複製し、若しくは作成した

個人情報が記録された資料等（複写及び複製したものを含む。）について、作業場所の外へ持



ち出してはならない。 

（再委託の禁止等） 

第８条 受託者は、この契約による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、

第三者に取り扱わせてはならない。ただし、あらかじめ、委託者の書面による承諾を得た場

合はこの限りではない。 

２ 受託者は、前項ただし書きの規定により個人情報を取り扱う事務を第三者（以下「再受託

者」という。）に取り扱わせる場合には、再受託者の当該事務に関する行為について、委託者

に対しすべての責任を負うものとする。 

３ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、受

託者及び再受託者がこの規定を遵守するために必要な事項並びに委託者が指示する事項につ

いて、再受託者と約定しなければならない。 

４ 受託者は、前項の約定において、委託者の提供した個人情報並びに受託者及び再受託者が

この契約による事務のために収集した個人情報を更に委託するなど第三者に取り扱わせるこ

とを例外なく禁止しなければならない。 

 （資料等の返還） 

第９条 受託者は、この契約による事務を処理するために委託者から貸与され、又は受託者が

収集し、複製し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約が終了し、又

は解除された後直ちに委託者に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、委託者が別に指

示したときは、当該方法によるものとする。 

 （報告及び検査） 

第10条 委託者は、委託契約期間中個人情報を保護するために必要な限度において、受託者に

対し、個人情報の管理状況及び委託業務の履行状況について、報告を求めることができる。 

２ 委託者は、委託契約期間中個人情報を保護するために必要な限度において、情報の管理の

状況及び委託業務の履行状況について、作業場所において検査することができる。 

３ 前２項の場合において、報告、資料の提出又は検査に直接必要な費用は、受託者の負担と

する。ただし、委託者の故意又は過失により、過分の費用を要した分については、委託者が

これを負担しなければならない。 

 （事故発生時等における報告） 

第11条 受託者は、個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざん等の事故が生じ、又は生ずるお

それがあることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。

この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 （研修の実施及び誓約書の提出） 

第12条 受託者は、従事者に対し、個人情報を取り扱う場合に従事者が遵守すべき事項並びに

従事者が負うべき横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等

に基づく罰則の内容及び民事上の責任についての研修を実施し、個人情報保護に関する誓約

書（様式１）及び研修実施報告書（様式２）を横浜市長に提出しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、再

受託者に対し、前項に定める研修を実施させ、個人情報保護に関する誓約書（様式１）及び

研修実施報告書（様式２）を受託者に提出させなければならない。 

３ 前項の場合において、受託者は、再受託者から提出された個人情報保護に関する誓約書（様

式１）及び研修実施報告書（様式２）を横浜市長に提出しなければならない。 

 （契約の解除及び損害の賠償） 

第13条 委託者は、次のいずれかに該当するときは、この契約の解除及び損害賠償の請求をす

ることができる。 

 (1) この契約による事務を処理するために受託者又は再受託者が取り扱う個人情報について、

受託者又は再受託者の責に帰すべき理由による漏えいがあったとき。 

 (2) 前号に掲げる場合のほか、この特記事項に違反し、この契約による事務の目的を達成す

ることができないと認められるとき。 



（様式１） 

個人情報保護に関する誓約書 

（提出先）  

横浜市長  

 

 横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事するにあたり、個人情報を取り扱う場合に遵守すべ

き事項並びに横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等に基づ

く罰則の内容及び民事上の責任についての研修を受講しました。 

 横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等及び個人情報取扱

特記事項を遵守し、個人情報を適切に取り扱うことを誓約いたします。 

 

研修受講日 所    属 担 当 業 務 
氏    名 

（自署又は記名押印） 
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 年 月 日 

（提出先） 

横浜市長  

（提出者） 

団体名  

責任者職氏名  

 

研修実施報告書 

 

横浜市個人情報の保護に関する条例第17条第1項の規定に

従い、横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事する者に対

し、個人情報を取り扱う場合に遵守すべき事項並びに横浜市

個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関す

る法令等に基づく罰則の内容及び民事上の責任についての

研修を実施しましたので、別紙個人情報保護に関する誓約書

（様式１）（全  枚）のとおり提出いたします。 

引き続き個人情報の漏えい等の防止に取り組んでいきま

す。 
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